
 

 

○  特 定 有 価 証 券 の 内 容 等 の 開 示 に 関 す る 内 閣 府 令 （ 平 成 五 年 大 蔵 省 令 第 二 十 二 号 ） 

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め る 。  

改  正  後 改  正  前 

第四号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国投資信 

託受益証券に係るファンドの名称】                      

【届出の対象とした募集（売出）内国投資信 

託受益証券の金額】⑶                            

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第四号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国投資信 

託受益証券に係るファンドの名称】                      

【届出の対象とした募集（売出）内国投資信 

託受益証券の金額】⑶                            

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第三部 略］ ［第一部～第三部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～(43) 略］ ［⑴～(43) 同左］ 

(44) ファンドの経理状況 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（財務諸表等規則第１条第１項第３号に規定する中間財務諸表をいう。以

下この様式において同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、そ

の旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証明に関する内閣府令（昭和32年大

蔵省令第12号）第３条第１項に規定する監査報告書又は中間監査報告書をいう。以下ａ及び（53）ａにお

いて同じ。）を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付すること。 

 なお、財務諸表又は中間財務諸表のうち、従前において法第５条第５項において準用する同条第１項

、第24条第５項において準用する同条第１項又は第24条の５第３項において準用する同条第１項の規定

により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表又は中間財務諸

表と同一のものであって、新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出された当該財務諸

表又は中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

 

［ｂ・ｃ 略］ 

ｄ 併合によりファンドの最近計算期間に係る財務諸表又は中間財務諸表を作成していない場合には、各

併合消滅ファンドの最近計算期間に係る財務諸表又は中間財務諸表を記載すること。ファンドの最近計

算期間に係る財務諸表又は中間財務諸表において比較情報（財務諸表等規則第８条の２の２又は第211

条に規定する比較情報をいう。以下ｄにおいて同じ。）が含まれていない場合には、当該財務諸表又は

中間財務諸表に加えて、各併合消滅ファンドの直近の財務諸表又は中間財務諸表（これらの比較情報を

除く。）を記載すること。 

(44) ［同左］ 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和52年大蔵

省令第38号。以下この様式において「中間財務諸表等規則」という。）第１条第１項に規定する中間財

務諸表をいう。以下この様式において同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けて

いる場合には、その旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証明に関する内閣

府令（昭和32年大蔵省令第12号）第３条第１項に規定する監査報告書又は中間監査報告書をいう。以下

ａ及び（53）ａにおいて同じ。）を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付すること。 

 なお、財務諸表及び中間財務諸表のうち、従前において法第５条第５項において準用する同条第１項

、第24条第５項において準用する同条第１項又は第24条の５第３項において準用する同条第１項の規定

により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表及び中間財務諸

表と同一のものであって新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出された当該財務諸表

及び中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

［ｂ・ｃ 同左］ 

ｄ 併合によりファンドの最近計算期間に係る財務諸表又は中間財務諸表を作成していない場合には、各

併合消滅ファンドの最近計算期間に係る財務諸表又は中間財務諸表を記載すること。ファンドの最近計

算期間に係る財務諸表又は中間財務諸表において比較情報（財務諸表等規則第６条又は中間財務諸表等

規則第３条の２に規定する比較情報をいう。以下ｄにおいて同じ。）が含まれていない場合には、当該

財務諸表又は中間財務諸表に加えて、各併合消滅ファンドの直近の財務諸表又は中間財務諸表（これら

の比較情報を除く。）を記載すること。 
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(45) 貸借対照表 

最近計算期間に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１計算期間とするファンドにつ

いて、最近計算期間の次の計算期間開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を提出

する場合には、当該計算期間に係る中間貸借対照表（計算期間開始の日から起算して６月を経過する日（

(46)ａ及び(47)において「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、財務諸表等規則第211条

に規定する比較情報を除く。(46)ａ及び(47)において同じ。）も記載すること。 

(45) ［同左］ 

最近計算期間に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１計算期間とするファンドにつ

いて、最近計算期間の次の計算期間開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を提出

する場合には、当該計算期間に係る中間貸借対照表（計算期間開始の日から起算して６月を経過する日（

(46)ａ及び(47)において「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、中間財務諸表等規則第

３条の２に規定する比較情報を除く。(46)ａ及び(47)において同じ。）も記載すること。 

(46) 損益及び剰余金計算書 

ａ 最近計算期間に係る損益及び剰余金計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載し

た場合には、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間損益及び剰余金計算書（計算期間開始の日から

当該計算期間に係る中間貸借対照表日までの期間に係る損益及び剰余金計算書をいい、財務諸表等規則

第211条に規定する比較情報を除く。）も記載すること。 

ｂ ［略］ 

(46) ［同左］ 

ａ 最近計算期間に係る損益及び剰余金計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載し

た場合には、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間損益及び剰余金計算書（計算期間開始の日から

当該計算期間に係る中間貸借対照表日までの期間に係る損益及び剰余金計算書をいい、中間財務諸表等

規則第３条の２に規定する比較情報を除く。）も記載すること。 

ｂ ［同左］ 

(47) 注記表 

最近計算期間に係る注記表について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合には、当該

中間貸借対照表に係る計算期間の中間注記表（計算期間開始の日から当該計算期間に係る中間貸借対照表

日までの期間に係る注記表をいい、財務諸表等規則第211条に規定する比較情報を除く。）も記載するこ

と。 

なお、注記表を作成していない場合は、貸借対照表並びに損益及び剰余金計算書に関連する注記を記載

すること。 

(47) ［同左］ 

最近計算期間に係る注記表について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合には、当該

中間貸借対照表に係る計算期間の中間注記表（計算期間開始の日から当該計算期間に係る中間貸借対照表

日までの期間に係る注記表をいい、中間財務諸表等規則第３条の２に規定する比較情報を除く。）も記載

すること。 

なお、注記表を作成していない場合は、貸借対照表並びに損益及び剰余金計算書に関連する注記を記載

すること。 

［(48)～(52) 略］ ［(48)～(52) 同左］ 

(53) 委託会社等の経理状況 

ａ 委託会社等の財務諸表又は中間財務諸表について公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場

合には、その旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付

すること。 

 なお、財務諸表又は中間財務諸表のうち、従前において法第５条第１項、第24条第１項又は第24条の

５第１項の規定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表

又は中間財務諸表と同一のものであって、新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出さ

れた当該財務諸表又は中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

ｂ 委託会社等が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会

社をいう。）に該当する者である場合には、（54）から（56）までの記載及びａに規定する書類の添付に代

えて、同令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継

続開示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている

委託会社等の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書

類並びにその提出日以後に提出される半期報告書（同条第19号に規定する半期報告書をいう。）並びに

これらの訂正報告書について記載すること。 

(53) ［同左］ 

ａ 委託会社等の財務諸表又は中間財務諸表について公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場

合には、その旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付

すること。 

 なお、財務諸表及び中間財務諸表のうち、従前において法第５条第１項、第24条第１項又は第24条の

５第１項の規定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表

及び中間財務諸表と同一のものであって新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出され

た当該財務諸表及び中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

ｂ 委託会社等が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会

社をいう。）に該当する者である場合には、（54）から（56）までの記載及びａに規定する書類の添付に代

えて、同令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継

続開示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている

委託会社等の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書

類並びにその提出日以後に提出される四半期報告書（同条第18号の５に規定する四半期報告書をいう。

以下ｂにおいて同じ。）（当該四半期報告書が複数あるときは、その直近のものをいう。）又は半期報

告書（同条第19号に規定する半期報告書をいう。）並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

(54) 貸借対照表 

委託会社等の最近事業年度に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１事業年度とする

委託会社等について、最近事業年度の次の事業年度開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証

券届出書を提出する場合には、当該事業年度に係る中間貸借対照表（事業年度開始の日から起算して６月

を経過する日（(55)において「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、財務諸表等規則

第211条に規定する比較情報を除く。(55)において同じ。）も記載すること。 

(54) ［同左］ 

委託会社等の最近事業年度に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１事業年度とする

委託会社等について、最近事業年度の次の事業年度開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証

券届出書を提出する場合には、当該事業年度に係る中間貸借対照表（事業年度開始の日から起算して６月

を経過する日（(55)において「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、中間財務諸表等

規則第３条の２に規定する比較情報を除く。(55)において同じ。）も記載すること。 

(55) 損益計算書 (55) ［同左］ 
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委託会社等の最近事業年度に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載し

た場合には、当該中間貸借対照表に係る事業年度の中間損益計算書（事業年度開始の日から当該事業年度

に係る中間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、財務諸表等規則第211条に規定する比較情

報を除く。）も記載すること。 

委託会社等の最近事業年度に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載し

た場合には、当該中間貸借対照表に係る事業年度の中間損益計算書（事業年度開始の日から当該事業年度

に係る中間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、中間財務諸表等規則第３条の２に規定する

比較情報を除く。）も記載すること。 

［(56)～(63) 略］ ［(56)～(63) 同左］ 

  

第四号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑶                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）外国投資信 

託受益証券に係るファンドの名称】                      

【届出の対象とした募集（売出）外国投資信 

託受益証券の金額】⑸                            

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第四号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑶                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）外国投資信 

託受益証券に係るファンドの名称】                      

【届出の対象とした募集（売出）外国投資信 

託受益証券の金額】⑸                            

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第三部 略］ ［第一部～第三部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～(51) 略］ ［⑴～(51) 同左］ 

(52) ファンドの経理状況 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第328条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。なお、同項本文の規定により財務書類を作成する場合は、第十三号様式及び第

十三号の二様式によること。 

ｅ 併合によりファンドの最近２計算期間（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報に準ずる

情報が含まれる場合については最近計算期間。(53)及び(54)ａにおいて同じ。）に係る財務書類を作成し

ていない場合には、投資者がファンドの投資資産の状況を適切に把握できるよう、第四号様式「記載上

の注意」(44)ｄに準じて、当該併合に係るファンドの状況について記載すること。 

(52) ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第131条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。なお、同項本文の規定により財務書類を作成する場合は、第十三号様式及び第

十三号の二様式によること。 

ｅ 併合によりファンドの最近２計算期間（財務諸表等規則第６条に規定する比較情報に準ずる情報が含

まれる場合については最近計算期間。(53)及び(54)ａにおいて同じ。）に係る財務書類を作成していない

場合には、投資者がファンドの投資資産の状況を適切に把握できるよう、第四号様式「記載上の注意」

(44)ｄに準じて、当該併合に係るファンドの状況について記載すること。 

［(53)～(59) 略］ ［(53)～(59) 同左］ 

(60) 管理会社の経理状況 

ａ 管理会社の最近２事業年度（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報に準ずる情報が含ま

れる場合については最近事業年度）における財務書類について記載すること。 

ｂ ［略］ 

(60) ［同左］ 

ａ 管理会社の最近２事業年度（財務諸表等規則第６条に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合

については最近事業年度）における財務書類について記載すること。 

ｂ ［同左］ 

3



 

 

ｃ 財務書類は、財務諸表等規則第328条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。なお、同項本文の規定により財務書類を作成する場合には、金融商品取引業等

に関する内閣府令別紙様式第十二号中様式Ｂに準じて記載すること。 

ｄ 管理会社が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会社

をいう。）に該当する者である場合には、ａ及びｃ本文の記載並びにｂに規定する書類の添付に代えて

、同令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開

示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている管理

会社の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並び

にその提出日以後に提出される半期報告書（同条第19号に規定する半期報告書をいう。）並びにこれら

の訂正報告書について記載すること。 

ｃ 財務書類は、財務諸表等規則第131条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。なお、同項本文の規定により財務書類を作成する場合には、金融商品取引業等

に関する内閣府令別紙様式第十二号中様式Ｂに準じて記載すること。 

ｄ 管理会社が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会社

をいう。）に該当する者である場合には、ａ及びｃ本文の記載並びにｂに規定する書類の添付に代えて

、同令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開

示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている管理

会社の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並び

にその提出日以後に提出される四半期報告書（同条第18号の５に規定する四半期報告書をいう。以下ｄ

において同じ。）（当該四半期報告書が複数あるときは、その直近のものをいう。）又は半期報告書（

同条第19号に規定する半期報告書をいう。）並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

［(61)～(69) 略］ ［(61)～(69) 同左］ 

  

第四号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国投資証 

券に係る投資法人の名称】                          

【届出の対象とした募集（売出）内国投資証 

券の形態及び金額】⑶                            

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第四号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国投資証 

券に係る投資法人の名称】                          

【届出の対象とした募集（売出）内国投資証 

券の形態及び金額】⑶                            

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～(65) 略］ ［⑴～(65) 同左］ 

(66) 投資法人の経理状況 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（財務諸表等規則第１条第１項第３号に規定する中間財務諸表をいう。以

下この様式において同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、そ

の旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付すること。 

 なお、財務諸表又は中間財務諸表のうち、従前において法第５条第５項において準用する同条第１

項、第24条第５項において準用する同条第１項又は第24条の５第３項において準用する同条第１項の規

定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表又は中間財務

諸表と同一のものであって、新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出された当該財務

諸表又は中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

 

［ｂ・ｃ 略］ 

(66) ［同左］ 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（以下この様式

において「中間財務諸表等規則」という。）第１条第１項に規定する中間財務諸表をいう。以下この様

式において同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、その旨を記

載し、当該監査証明に係る監査報告書を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付すること。 

 なお、財務諸表及び中間財務諸表のうち、従前において法第５条第５項において準用する同条第１

項、第24条第５項において準用する同条第１項又は第24条の５第３項において準用する同条第１項の規

定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表及び中間財務

諸表と同一のものであって新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出された当該財務諸

表及び中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

［ｂ・ｃ 同左］ 
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(67) 貸借対照表 

最近計算期間に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１計算期間とする投資法人につ

いて、最近計算期間の次の計算期間開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を提出

する場合には、当該計算期間に係る中間貸借対照表（計算期間開始の日から起算して６月を経過する日（

(68)ａ、(69)及び(72)において「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、財務諸表等規則第

211条に規定する比較情報を除く。(68)ａ、(69)及び(72)において同じ。）も記載すること。 

(67) ［同左］ 

最近計算期間に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１計算期間とする投資法人につ

いて、最近計算期間の次の計算期間開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を提出

する場合には、当該計算期間に係る中間貸借対照表（計算期間開始の日から起算して６月を経過する日（

(68)ａ、(69)及び(72)において「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、中間財務諸表等規

則第３条の２に規定する比較情報を除く。(68)ａ、(69)及び(72)において同じ。）も記載すること。 

(68) 損益計算書 

ａ 最近計算期間に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合に

は、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間損益計算書（計算期間開始の日から当該計算期間に係る

中間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、財務諸表等規則第211条に規定する比較情報を

除く。）も記載すること。 

ｂ ［略］ 

(68) ［同左］ 

ａ 最近計算期間に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合に

は、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間損益計算書（計算期間開始の日から当該計算期間に係る

中間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、中間財務諸表等規則第３条の２に規定する比較

情報を除く。）も記載すること。 

ｂ ［同左］ 

(69) 投資主資本等変動計算書 

最近計算期間に係る投資主資本等変動計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載し

た場合には、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間投資主資本等変動計算書（計算期間開始の日から

当該計算期間に係る中間貸借対照表日までの期間に係る投資主資本等変動計算書をいい、財務諸表等規則

第211条に規定する比較情報を除く。）も記載すること。 

(69) ［同左］ 

最近計算期間に係る投資主資本等変動計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載し

た場合には、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間投資主資本等変動計算書（計算期間開始の日から

当該計算期間に係る中間貸借対照表日までの期間に係る投資主資本等変動計算書をいい、中間財務諸表等

規則第３条の２に規定する比較情報を除く。）も記載すること。 

(70) ［略］ (70) ［同左］ 

(71) キャッシュ・フロー計算書 

最近計算期間に係るキャッシュ・フロー計算書について記載すること。ただし、(67)ただし書に規定す

る中間貸借対照表を記載した場合には、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間キャッシュ・フロー計

算書（財務諸表等規則第211条に規定する比較情報を除く。）を併せて記載すること。 

(71) ［同左］ 

最近計算期間に係るキャッシュ・フロー計算書について記載すること。ただし、(67)ただし書に規定す

る中間貸借対照表を記載した場合には、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間キャッシュ・フロー計

算書（中間財務諸表等規則第３条の２に規定する比較情報を除く。）を併せて記載すること。 

(72) 注記表 

最近計算期間に係る注記表について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合には、当該

中間貸借対照表に係る計算期間の中間注記表（計算期間開始の日から当該計算期間に係る中間貸借対照表

日までの期間に係る注記表をいい、財務諸表等規則第211条に規定する比較情報を除く。）も記載するこ

と。 

なお、注記表を作成していない場合は、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分

配に係る計算書及びキャッシュ・フロー計算書に関連する注記を記載すること。 

(72) ［同左］ 

最近計算期間に係る注記表について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合には、当該

中間貸借対照表に係る計算期間の中間注記表（計算期間開始の日から当該計算期間に係る中間貸借対照表

日までの期間に係る注記表をいい、中間財務諸表等規則第３条の２に規定する比較情報を除く。）も記載

すること。 

なお、注記表を作成していない場合は、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分

配に係る計算書及びキャッシュ・フロー計算書に関連する注記を記載すること。 

［(73)～(77) 略］ ［(73)～(77) 同左］ 

  

第四号の四様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑶                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

第四号の四様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑶                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                
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【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）外国投資証 

券に係る外国投資法人の名称】                        

【届出の対象とした募集（売出）外国投資証 

券の形態及び金額】⑸                            

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）外国投資証 

券に係る外国投資法人の名称】                        

【届出の対象とした募集（売出）外国投資証 

券の形態及び金額】⑸                            

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～(73) 略］ ［⑴～(73) 同左］ 

(74) 外国投資法人の経理状況 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第328条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。なお、同項本文の規定により財務書類を作成する場合は、第十三号様式及び第

十三号の二様式によること。 

(74) ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第131条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。なお、同項本文の規定により財務書類を作成する場合は、第十三号様式及び第

十三号の二様式によること。 

(75) 貸借対照表 

最近２計算期間（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合につ

いては最近計算期間。(76)ａ、(77)及び(78)において同じ。）に係る貸借対照表について記載すること。 

(75) ［同左］ 

最近２計算期間（財務諸表等規則第６条に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合については最

近計算期間。(76)ａ、(77)及び(78)において同じ。）に係る貸借対照表について記載すること。 

［(76)～(85) 略］ ［(76)～(85) 同左］ 

  

第五号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国資産流 

動化証券の名称】                              

【届出の対象とした募集（売出）内国資産流 

動化証券の金額】⑶                             

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第五号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国資産流 

動化証券の名称】                              

【届出の対象とした募集（売出）内国資産流 

動化証券の金額】⑶                             

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第三部 略］ ［第一部～第三部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⒃ 略］ ［⑴～⒃ 同左］ 

⒄ 管理資産を構成する資産の内容 

［ａ～ｈ 略］ 

ｉ 管理資産を直接又は間接に構成する債権（信託の受益権に係る受益債権を除く。以下ｉにおいて単に

「債権」という。）に係る債務者（以下ｉにおいて単に「債務者」といい、その子会社（財務諸表等規

⒄ ［同左］ 

［ａ～ｈ 同左］ 

ｉ ［同左］ 
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則第８条第３項に規定する子会社をいう。⒟において同じ。）又は関連会社（同条第５項に規定する関

連会社をいう。⒟において同じ。）である債務者がある場合には、当該債務者を含む。）であって、当

該債権の残高の合計額の総資産額に対する割合が10％以上であるもの（以下iにおいて「重要な債務者

」という。）が存在する場合には、ａからｈまでに加えて、次の⒜から⒟までに従うこと。 

［⒜～⒞ 略］ 

⒟ 当該割合が20％以上である場合には、当該重要な債務者（他の債務者の子会社又は関連会社である

債務者を除く。）について、次の①又は②に掲げる書類のいずれかを添付すること。 

① ［略］ 

② 当該重要な債務者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する

継続開示会社をいう。）に該当する者である場合には、同令第二号様式「第三部 提出会社の保証

会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会社たる保証会社に関する事項」に準

じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている当該重要な債務者の直近の有価証券報告

書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並びにその提出日以後に提

出される半期報告書（同条第19号に規定する半期報告書をいう。）並びにこれらの訂正報告書につ

いて記載した書面 

 

ｊ ［略］ 

 

 

 

 

［⒜～⒞ 同左］ 

⒟ ［同左］ 

 

① ［同左］ 

② 当該重要な債務者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する

継続開示会社をいう。）に該当する者である場合には、同令第二号様式「第三部 提出会社の保証

会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会社たる保証会社に関する事項」に準

じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている当該重要な債務者の直近の有価証券報告

書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並びにその提出日以後に提

出される四半期報告書（同条第18号の５に規定する四半期報告書をいう。以下②において同じ。）

（当該四半期報告書が複数あるときは、その直近のものをいう。）又は半期報告書（同条第19号に

規定する半期報告書をいう。）並びにこれらの訂正報告書について記載した書面 

ｊ ［同左］ 

［⒅～(42) 略］ ［⒅～(42) 同左］ 

  

第五号の四様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者（受託者）名称】                          

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【発行者（原委託者）氏名又は名称】                     

【代表者の役職氏名】                            

【住所又は本店の所在の場所】                        

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国資産信 

託流動化受益証券の名称】                          

【届出の対象とした募集（売出）内国資産信 

託流動化受益証券の金額】⑶                         

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第五号の四様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者（受託者）名称】                          

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【発行者（原委託者）氏名又は名称】                     

【代表者の役職氏名】                            

【住所又は本店の所在の場所】                        

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国資産信 

託流動化受益証券の名称】                          

【届出の対象とした募集（売出）内国資産信 

託流動化受益証券の金額】⑶                         

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⒀ 略］ ［⑴～⒀ 同左］ 
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⒁ 特定信託財産を構成する資産の内容 

［ａ～ｈ 略］ 

ｉ 特定信託財産を直接又は間接に構成する債権（信託の受益権に係る受益債権を除く。以下ｉにおいて

単に「債権」という。）に係る債務者（以下ｉにおいて単に「債務者」といい、その子会社（財務諸表

等規則第８条第３項に規定する子会社をいう。⒟において同じ。）又は関連会社（同条第５項に規定す

る関連会社をいう。⒟において同じ。）である債務者がある場合には、当該債務者を含む。）であって

、当該債権の残高の合計額の総資産額に対する割合が10％以上であるもの（以下iにおいて「重要な債

務者」という。）が存在する場合には、ａからｈまでに加えて、次の⒜から⒟までに従うこと。 

［⒜～⒞ 略］ 

⒟ 当該割合が20％以上である場合には、当該重要な債務者（他の債務者の子会社又は関連会社である

債務者を除く。）について、次の①又は②に掲げる書類のいずれかを添付すること。 

① ［略］ 

② 当該重要な債務者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定す

る継続開示会社をいう。(28－２)ｃにおいて同じ。）に該当する者である場合には、同令第二号

様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会

社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている

当該重要な債務者の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。(28

－２)ｃにおいて同じ。）及びその添付書類並びにその提出日以後に提出される半期報告書（同条第

19号に規定する半期報告書をいう。(28－２)ｃにおいて同じ。）並びにこれらの訂正報告書について

記載した書面 

 

⒁ ［同左］ 

［ａ～ｈ 同左］ 

ｉ ［同左］ 

 

 

 

 

 

［⒜～⒞ 同左］ 

⒟ ［同左］ 

 

① ［同左］ 

② 当該重要な債務者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定す

る継続開示会社をいう。(28－２)ｃにおいて同じ。）に該当する者である場合には、同令第二号

様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会

社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている

当該重要な債務者の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。(28－

２)ｃにおいて同じ。）及びその添付書類並びにその提出日以後に提出される四半期報告書（同条第

18号の５に規定する四半期報告書をいう。以下②及び(28－２)ｃにおいて同じ。）（当該四半期報告

書が複数あるときは、その直近のものをいう。）又は半期報告書（同条第19号に規定する半期報告

書をいう。(28－2)ｃにおいて同じ。）並びにこれらの訂正報告書について記載した書面 

［⒂～(21) 略］ ［⒂～(21) 同左］ 

(22) 特定信託財産の経理状況 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（財務諸表等規則第１条第１項第３号に規定する中間財務諸表をいう。以

下この様式において同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、そ

の旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第３条第１項

に規定する監査報告書又は中間監査報告書をいう。(28－２)ｂにおいて同じ。）を該当する財務諸表又は

中間財務諸表に添付すること。 

 

［ｂ・ｃ 略］ 

(22) ［同左］ 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（(23)及び(24)ａに

おいて「中間財務諸表等規則」という。）第１条第１項に規定する中間財務諸表をいう。以下この様式

において同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、その旨を記載

し、当該監査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第３条第１項に規定する

監査報告書又は中間監査報告書をいう。(28－２)ｂにおいて同じ。）を該当する財務諸表又は中間財務諸

表に添付すること。 

［ｂ・ｃ 同左］ 

(23) 貸借対照表 

最近計算期間に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１計算期間とする特定信託財産

について、最近計算期間の次の計算期間開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を

提出する場合には、当該計算期間に係る中間貸借対照表（計算期間開始の日から起算して６月を経過する

日（(24)ａにおいて「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、財務諸表等規則第211条に

規定する比較情報を除く。(24)ａにおいて同じ。）も記載すること。 

(23) ［同左］ 

最近計算期間に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１計算期間とする特定信託財産

について、最近計算期間の次の計算期間開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を

提出する場合には、当該計算期間に係る中間貸借対照表（計算期間開始の日から起算して６月を経過する

日（(24)ａにおいて「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、中間財務諸表等規則第３

条の２に規定する比較情報を除く。(24)ａにおいて同じ。）も記載すること。 

(24) 損益計算書 

ａ 最近計算期間に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合には

、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間損益計算書（当該期間開始の日から当該計算期間に係る中

間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、財務諸表等規則第211条に規定する比較情報を除

く。）も記載すること。 

ｂ ［略］ 

(24) ［同左］ 

ａ 最近計算期間に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合には

、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間損益計算書（当該期間開始の日から当該計算期間に係る中

間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、中間財務諸表等規則第３条の２に規定する比較情

報を除く。）も記載すること。 

ｂ ［同左］ 

［(25)～(28) 略］ ［(25)～(28) 同左］ 
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(28－２) 経理の状況 

ａ ［略］ 

ｂ 受託者の財務諸表（連結財務諸表（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年

大蔵省令第28号）第１条第１項第１号に規定する連結財務諸表をいう。以下ｂにおいて同じ。）がある

場合には、連結財務諸表を含む。以下ｂにおいて同じ。）又は中間財務諸表（中間連結財務諸表（同項

第３号に規定する中間連結財務諸表をいう。以下ｂにおいて同じ。）がある場合には、中間連結財務諸

表を含む。以下ｂにおいて同じ。）について公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には

、その旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付するこ

と。 

 なお、財務諸表又は中間財務諸表のうち、従前において法第５条第１項、第24条第１項又は第24条の

５第１項の規定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表

又は中間財務諸表と同一のものであって、新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出さ

れた当該財務諸表又は中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

ｃ 受託者が継続開示会社に該当する者である場合には、ａの記載及びｂに規定する書類の添付に代えて

、企業内容等の開示に関する内閣府令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 

保証会社情報」の「２ 継続開示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日に

おいて既に提出されている当該受託者の直近の有価証券報告書及びその添付書類並びにその提出日以後

に提出される半期報告書並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

(28－２) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 受託者の財務諸表（連結財務諸表（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年

大蔵省令第28号）第１項第１号に規定する連結財務諸表をいう。以下ｂにおいて同じ。）がある場合に

は、連結財務諸表を含む。以下ｂにおいて同じ。）又は中間財務諸表（中間連結財務諸表（中間連結財

務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第１項第１号に規定する中

間連結財務諸表をいう。以下ｂにおいて同じ。）がある場合には、中間連結財務諸表を含む。以下ｂに

おいて同じ。）について公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、その旨を記載し、

当該監査証明に係る監査報告書を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付すること。 

 なお、財務諸表及び中間財務諸表のうち、従前において法第５条第１項、第24条第１項又は第24条の

５第１項の規定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表

及び中間財務諸表と同一のものであって新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出され

た当該財務諸表及び中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

ｃ 受託者が継続開示会社に該当する者である場合には、ａの記載及びｂに規定する書類の添付に代えて

、企業内容等の開示に関する内閣府令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 

保証会社情報」の「２ 継続開示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日に

おいて既に提出されている当該受託者の直近の有価証券報告書及びその添付書類並びにその提出日以後

に提出される四半期報告書（当該四半期報告書が複数あるときは、その直近のものをいう。）又は半期

報告書並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

［(28－３)～(37) 略］ ［(28－３)～(37) 同左］ 

  

第五号の五様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者（受託者）名称】                          

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑶                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【発行者（原委託者）氏名又は名称】                     

【代表者の役職氏名】                            

【住所又は本店の所在の場所】                        

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

第五号の五様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者（受託者）名称】                          

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑶                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【発行者（原委託者）氏名又は名称】                     

【代表者の役職氏名】                            

【住所又は本店の所在の場所】                        

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                
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【届出の対象とした募集（売出）外国資産信 

託流動化受益証券の名称】                          

【届出の対象とした募集（売出）外国資産信 

託流動化受益証券の金額】⑸                         

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

【届出の対象とした募集（売出）外国資産信 

託流動化受益証券の名称】                          

【届出の対象とした募集（売出）外国資産信 

託流動化受益証券の金額】⑸                         

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑿ 略］ ［⑴～⑿ 同左］ 

⒀ 財務書類 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第328条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

⒀ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第131条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

⒁ 貸借対照表 

最近２計算期間（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合につ

いては最近計算期間。⒂ａにおいて同じ。）に係る貸借対照表について記載すること。 

⒁ ［同左］ 

最近２計算期間（財務諸表等規則第６条に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合については最

近計算期間。⒂ａにおいて同じ。）に係る貸借対照表について記載すること。 

［⒂～(22) 略］ ［⒂～(22) 同左］ 

(23) 受託者の経理状況 

ａ 受託者の最近２事業年度（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報に準ずる情報が含まれ

る場合については最近事業年度）における財務書類について記載すること。 

ｂ ［略］ 

ｃ 財務書類は、財務諸表等規則第328条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

ｄ 受託者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会社を

いう。）に該当する者である場合には、財務書類の記載及びｂに規定する書類の添付に代えて、同令第

二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会社た

る保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている受託者の直近

の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並びにその提出

日以後に提出される半期報告書（同条第19号に規定する半期報告書をいう。）並びにこれらの訂正報告

書について記載すること。 

(23) ［同左］ 

ａ 受託者の最近２事業年度（財務諸表等規則第６条に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合に

ついては最近事業年度）における財務書類について記載すること。 

ｂ ［同左］ 

ｃ 財務書類は、財務諸表等規則第131条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

ｄ 受託者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会社を

いう。）に該当する者である場合には、財務書類の記載及びｂに規定する書類の添付に代えて、同令第

二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会社た

る保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている受託者の直近

の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並びにその提出

日以後に提出される四半期報告書（同条第18号の５に規定する四半期報告書をいい、当該四半期報告書

が複数あるときは、その直近のものをいう。）又は半期報告書（同条第19号に規定する半期報告書をい

う。）並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

［(24)～(28) 略］ ［(24)～(28) 同左］ 

  

第六号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者（受託者）名称】                          

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

第六号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者（受託者）名称】                          

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                
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【発行者（委託者）氏名又は名称】                      

【代表者の役職氏名】                            

【住所又は本店の所在の場所】                        

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

名称】                                   

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

金額】⑶                                  

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

【発行者（委託者）氏名又は名称】                      

【代表者の役職氏名】                            

【住所又は本店の所在の場所】                        

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

名称】                                   

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

金額】⑶                                  

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第三部 略］ ［第一部～第三部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⒆ 略］ ［⑴～⒆ 同左］ 

⒇ 信託財産を構成する資産の内容 

［ａ～ｉ 略］ 

ｊ 信託財産を直接又は間接に構成する債権（信託の受益権に係る受益債権を除く。以下ｊにおいて単に

「債権」という。）に係る債務者（以下ｊにおいて単に「債務者」といい、その子会社（財務諸表等規

則第８条第３項に規定する子会社をいう。⒟において同じ。）又は関連会社（同条第５項に規定する関

連会社をいう。⒟において同じ。）である債務者がある場合には、当該債務者を含む。）であって、当

該債権の残高の合計額の総資産額に対する割合が10％以上であるもの（以下ｊにおいて「重要な債務者

」という。）が存在する場合には、ａからｉまでに加えて、次の⒜から⒟までに従うこと。 

［⒜～⒞ 略］ 

⒟ 当該割合が20％以上である場合には、当該重要な債務者（他の債務者の子会社又は関連会社である

債務者を除く。）について、次の①又は②に掲げる書類のいずれかを添付すること。 

① ［略］ 

② 当該重要な債務者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する

継続開示会社をいう。(35－２)ｃにおいて同じ。）に該当する者である場合には、同令第二号様式「

第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会社たる保証

会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている当該重要な債務

者の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。(35－２)ｃにおいて同じ

。）及びその添付書類並びにその提出日以後に提出される半期報告書（同条第19号に規定する半期

報告書をいう。(35－２)ｃにおいて同じ。）並びにこれらの訂正報告書について記載した書面 

 

 

ｋ ［略］ 

⒇ ［同左］ 

［ａ～ｉ 同左］ 

ｊ ［同左］ 

 

 

 

 

 

［⒜～⒞ 同左］ 

⒟ ［同左］ 

 

① ［同左］ 

② 当該重要な債務者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する

継続開示会社をいう。(35－２)ｃにおいて同じ。）に該当する者である場合には、同令第二号様式「

第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会社たる保証

会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている当該重要な債務

者の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。(35－２)ｃにおいて同じ

。）及びその添付書類並びにその提出日以後に提出される四半期報告書（同条第18号の５に規定す

る四半期報告書をいう。以下②及び(35－２)ｃにおいて同じ。）（当該四半期報告書が複数あるとき

は、その直近のものをいう。）又は半期報告書（同条第19号に規定する半期報告書をいう。(35－２)

ｃにおいて同じ。）並びにこれらの訂正報告書について記載した書面 

ｋ ［同左］ 

［(21)～(29) 略］ ［(21)～(29) 同左］ 

(30) 信託財産の経理状況 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（財務諸表等規則第１条第１項第３号に規定する中間財務諸表をいう。

(35－２)において同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、その

旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第３条に規定

する監査報告書又は中間監査報告書をいう。(35－２)ｂにおいて同じ。）を該当する財務諸表又は中間

財務諸表に添付すること。 

(30) ［同左］ 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（(31)及び(32)ａ

において「中間財務諸表等規則」という。）第１条第１項に規定する中間財務諸表をいう。(35－２)に

おいて同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、その旨を記載

し、当該監査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第３条に規定する監査
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［ｂ～ｅ 略］ 

報告書又は中間監査報告書をいう。(35－２)ｂにおいて同じ。）を該当する財務諸表又は中間財務諸表

に添付すること。 

［ｂ～ｅ 同左］ 

(31) 貸借対照表 

最近計算期間に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１計算期間とする信託財産に

ついて、最近計算期間の次の計算期間開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を

提出する場合には、当該計算期間に係る中間貸借対照表（計算期間開始の日から起算して６月を経過す

る日（(32)ａにおいて「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、財務諸表等規則第211

条に規定する比較情報を除く。(32)ａにおいて同じ。）も記載すること。 

(31) ［同左］ 

最近計算期間に係る貸借対照表について記載すること。ただし、１年を１計算期間とする信託財産に

ついて、最近計算期間の次の計算期間開始の日から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を

提出する場合には、当該計算期間に係る中間貸借対照表（計算期間開始の日から起算して６月を経過す

る日（(32)ａにおいて「中間貸借対照表日」という。）現在の貸借対照表をいい、中間財務諸表等規則第

３条の２に規定する比較情報を除く。(32)ａにおいて同じ。）も記載すること。 

(32) 損益計算書 

ａ 最近計算期間に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合には

、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間損益計算書（当該期間開始の日から当該計算期間に係る中

間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、財務諸表等規則第211条に規定する比較情報を除

く。）も記載すること。 

ｂ ［略］ 

(32) ［同左］ 

ａ 最近計算期間に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合には

、当該中間貸借対照表に係る計算期間の中間損益計算書（当該期間開始の日から当該計算期間に係る中

間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、中間財務諸表等規則第３条の２に規定する比較情

報を除く。）も記載すること。 

ｂ ［同左］ 

［(33)～(35) 略］ ［(33)～(35) 同左］ 

(35－２) 経理の状況 

ａ ［略］ 

ｂ 受託者の財務諸表（連結財務諸表（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第１条第１

項第１号に規定する連結財務諸表をいう。以下ｂにおいて同じ。）がある場合には、連結財務諸表を含

む。以下ｂにおいて同じ。）又は中間財務諸表（中間連結財務諸表（同項第３号に規定する中間連結財

務諸表をいう。）がある場合には、中間連結財務諸表を含む。以下ｂにおいて同じ。）について公認会

計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、その旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書

を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付すること。 

 

 なお、財務諸表又は中間財務諸表のうち、従前において法第５条第１項、第24条第１項又は第24条の

５第１項の規定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表

又は中間財務諸表と同一のものであって、新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出さ

れた当該財務諸表又は中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

ｃ 受託者が継続開示会社に該当する者である場合には、ａの記載及びｂに規定する書類の添付に代えて

、企業内容等の開示に関する内閣府令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１  

保証会社情報」の「２ 継続開示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日に

おいて既に提出されている受託者の直近の有価証券報告書及びその添付書類並びにその提出日以後に提

出される半期報告書並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

 

(35－２) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 受託者の財務諸表（連結財務諸表（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則第１項第１

号に規定する連結財務諸表をいう。以下ｂにおいて同じ。）がある場合には、連結財務諸表を含む。以

下ｂにおいて同じ。）又は中間財務諸表（中間連結財務諸表（中間連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則第１項第１号に規定する中間連結財務諸表をいう。）がある場合には、中間連結財務

諸表を含む。以下ｂにおいて同じ。）について公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合に

は、その旨を記載し、当該監査証明に係る監査報告書を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付する

こと。 

 なお、財務諸表及び中間財務諸表のうち、従前において法第５条第１項、第24条第１項又は第24条の

５第１項の規定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表

及び中間財務諸表と同一のものであって新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出され

た当該財務諸表及び中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

ｃ 受託者が継続開示会社に該当する者である場合には、ａの記載及びｂに規定する書類の添付に代えて

、企業内容等の開示に関する内閣府令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１  

保証会社情報」の「２ 継続開示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日に

おいて既に提出されている受託者の直近の有価証券報告書及びその添付書類並びにその提出日以後に提

出される四半期報告書（当該四半期報告書が複数あるときは、その直近のものをいう。）又は半期報告

書並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

［(35－３)～(44) 略］ ［(35－３)～(44) 同左］ 

  

第六号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者（受託者）名称】                          

第六号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

【発行者（受託者）名称】                          
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【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑶                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【発行者（委託者）氏名又は名称】                      

【代表者の役職氏名】                            

【住所又は本店の所在の場所】                        

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

名称】                                   

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

金額】⑸                                  

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑶                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【発行者（委託者）氏名又は名称】                      

【代表者の役職氏名】                            

【住所又は本店の所在の場所】                        

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

名称】                                   

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

金額】⑸                                  

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第三部 略］ ［第一部～第三部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⒃ 略］ ［⑴～⒃ 同左］ 

⒄ 財務書類 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第328条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

⒄ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第131条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

⒅ 貸借対照表 

最近２計算期間（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合につ

いては最近計算期間。⒆ａにおいて同じ。）に係る貸借対照表について記載すること。 

⒅ ［同左］ 

最近２計算期間（財務諸表等規則第６条に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合については最

近計算期間。⒆ａにおいて同じ。）に係る貸借対照表について記載すること。 

［⒆～(26) 略］ ［⒆～(26) 同左］ 

(27) 経理の状況 

ａ 受託者の最近２事業年度（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報に準ずる情報が含まれ

る場合については最近事業年度）における財務書類について記載すること。 

ｂ ［略］ 

ｃ 財務書類は、財務諸表等規則第328条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

ｄ 受託者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会社を

いう。）に該当する者である場合には、ａ及びｃの記載並びにｂに規定する書類の添付に代えて、同令

第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会社

たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている当該受託者

の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並びにそ

(27) ［同左］ 

ａ 受託者の最近２事業年度（財務諸表等規則第６条に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合に

ついては最近事業年度）における財務書類について記載すること。 

ｂ ［同左］ 

ｃ 財務書類は、財務諸表等規則第131条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

ｄ 受託者が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会社を

いう。）に該当する者である場合には、ａ及びｃの記載並びにｂに規定する書類の添付に代えて、同令

第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開示会社

たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている当該受託者

の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並びにそ
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の提出日以後に提出される半期報告書（同条第19号に規定する半期報告書をいう。）並びにこれらの訂

正報告書について記載すること。 

 

の提出日以後に提出される四半期報告書（同条第18号の５に規定する四半期報告書をいう。以下ｄにお

いて同じ。）（当該四半期報告書が複数あるときは、その直近のものをいう。）又は半期報告書（同条

第19号に規定する半期報告書をいう。）並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

［(28)～(32) 略］ ［(28)～(32) 同左］ 

  

第六号の五様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【発行者名】⑵                               

【代表者の役職氏名】⑶                           

【主たる事務所の所在の場所】                        

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国有価証 

券投資事業権利等に係る組合等の名称】                    

【届出の対象とした募集（売出）内国有価証 

券投資事業権利等の金額】⑷                         

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第六号の五様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【発行者名】⑵                               

【代表者の役職氏名】⑶                           

【主たる事務所の所在の場所】                        

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）内国有価証 

券投資事業権利等に係る組合等の名称】                    

【届出の対象とした募集（売出）内国有価証 

券投資事業権利等の金額】⑷                         

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部・第二部 略］ ［第一部・第二部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～(54) 略］ ［⑴～(54) 同左］ 

(55) 組合等の経理状況 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（財務諸表等規則第１条第１項第３号に規定する中間財務諸表をいう。以

下ａにおいて同じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、その旨を

記載し、当該監査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第３条に規定する監

査報告書又は中間監査報告書をいう。以下ａにおいて同じ。）を該当する財務諸表又は中間財務諸表に

添付すること。 

 なお、財務諸表又は中間財務諸表のうち、従前において法第５条第５項において準用する同条第１

項、第 24条第５項において準用する同条第１項又は第24条の５第３項において準用する同条第１項の

規定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表又は中間財

務諸表と同一のものであって、新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出された当該財

務諸表又は中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

［ｂ・ｃ 略］ 

(55) ［同左］ 

ａ 財務諸表又は中間財務諸表（中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（(56)及び(57)ａに

おいて「中間財務諸表等規則」という。）第１条に規定する中間財務諸表をいう。以下ａにおいて同

じ。）について、公認会計士又は監査法人の監査証明を受けている場合には、その旨を記載し、当該監

査証明に係る監査報告書（財務諸表等の監査証明に関する内閣府令第３条に規定する監査報告書又は中

間監査報告書をいう。以下ａにおいて同じ。）を該当する財務諸表又は中間財務諸表に添付すること。 

 なお、財務諸表及び中間財務諸表のうち、従前において法第５条第５項において準用する同条第１

項、第 24条第５項において準用する同条第１項又は第 24条の５第３項において準用する同条第１項の

規定により提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に含まれた財務諸表及び中間財

務諸表と同一のものであって新たに監査証明を受けていないものについては、既に提出された当該財務

諸表及び中間財務諸表に対する監査報告書によるものとする。 

［ｂ・ｃ 同左］ 

(56) 貸借対照表 

最近事業年度に係る貸借対照表について記載すること。ただし、最近事業年度の次の事業年度開始の日

から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を提出する場合には、当該事業年度に係る中間貸借

対照表（事業年度開始の日から起算して６月を経過する日（(57)ａにおいて「中間貸借対照表日」とい

う。）現在の貸借対照表をいい、財務諸表等規則第 211 条に規定する比較情報を除く。(57)ａにおいて同

じ。）をも記載すること。 

(56) ［同左］ 

最近事業年度に係る貸借対照表について記載すること。ただし、最近事業年度の次の事業年度開始の日

から起算して９月を経過する日以後に有価証券届出書を提出する場合には、当該事業年度に係る中間貸借

対照表（事業年度開始の日から起算して６月を経過する日（(57)ａにおいて「中間貸借対照表日」とい

う。）現在の貸借対照表をいい、中間財務諸表等規則第３条の２に規定する比較情報を除く。(57)ａにお

いて同じ。）をも記載すること。 

(57) 損益計算書 (57) ［同左］ 
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ａ 最近事業年度に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合に

は、当該中間貸借対照表に係る事業年度の中間損益計算書（事業年度開始の日から当該事業年度に係る

中間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、財務諸表等規則第 211条に規定する比較情報を

除く。）をも記載すること。 

ｂ ［略］ 

ａ 最近事業年度に係る損益計算書について記載すること。ただし、中間貸借対照表を記載した場合に

は、当該中間貸借対照表に係る事業年度の中間損益計算書（事業年度開始の日から当該事業年度に係る

中間貸借対照表日までの期間に係る損益計算書をいい、中間財務諸表等規則第３条の２に規定する比較

情報を除く。）をも記載すること。 

ｂ ［同左］ 

［(58)～(63) 略］ ［(58)～(63) 同左］ 

  

第六号の六様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【発行者名】⑵                               

【代表者の役職氏名】⑶                           

【主たる事務所の所在の場所】                        

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑸                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）外国有価証 

券投資事業権利等に係る組合等の名称】                    

【届出の対象とした募集（売出）外国有価証 

券投資事業権利等の金額】⑹                         

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第六号の六様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【発行者名】⑵                               

【代表者の役職氏名】⑶                           

【主たる事務所の所在の場所】                        

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【事務連絡者氏名】⑸                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）外国有価証 

券投資事業権利等に係る組合等の名称】                    

【届出の対象とした募集（売出）外国有価証 

券投資事業権利等の金額】⑹                         

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～(61) 略］ ［⑴～(61) 同左］ 

(62) 外国組合等の経理状況 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第 328条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

(62) ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 財務書類は、財務諸表等規則第 131条第５項本文又は同項ただし書の規定のうちいずれによるもので

あるかを記載すること。 

(63) 貸借対照表 

最近２事業年度（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合につ

いては最近事業年度。(64)ａにおいて同じ。）に係る貸借対照表について記載すること。 

(63) ［同左］ 

最近２事業年度（財務諸表等規則第６条に規定する比較情報に準ずる情報が含まれる場合については最

近事業年度。(64)ａにおいて同じ。）に係る貸借対照表について記載すること。 

［(64)～(76) 略］ ［(64)～(76) 同左］ 

  

第十号様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 

第十号様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                    年  月  日 
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【計算期間】               第 期中（自    年 月 日 至   

  年 月 日） 

【ファンド名】                               

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

【計算期間】               第 期中（自    年 月 日 至   

  年 月 日） 

【ファンド名】                               

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［１～５ 略］ ［１～５ 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑹ 略］ ［⑴～⑹ 同左］ 

⑺ ファンドの経理状況 

中間財務諸表（財務諸表等規則第１条第１項第３号に規定する中間財務諸表をいう。以下この様式にお

いて同じ。）について、第四号様式の「記載上の注意」（44）に準じて記載すること。 

⑺ ［同左］ 

中間財務諸表（中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（⒂及び⒃において「中間財務

諸表等規則」という。）第１条第１項に規定する中間財務諸表をいう。以下この様式において同じ。）に

ついて、第四号様式の「記載上の注意」（44）に準じて記載すること。 

［⑻～⒀ 略］ ［⑻～⒀ 同左］ 

⒁ 委託会社等の経理状況 

ａ ［略］ 

ｂ 委託会社等が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会

社をいう。）に該当する者である場合には、⒂から⒄までの記載及びａに規定する書類の添付に代えて

、同令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開

示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている委託

会社等の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並

びにその提出日以後に提出される半期報告書（同条第19号に規定する半期報告書をいう。）並びにこれ

らの訂正報告書について記載すること。 

 

⒁ ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 委託会社等が継続開示会社（企業内容等の開示に関する内閣府令第１条第28号に規定する継続開示会

社をいう。）に該当する者である場合には、⒂から⒄までの記載及びａに規定する書類の添付に代えて

、同令第二号様式「第三部 提出会社の保証会社等の情報」の「第１ 保証会社情報」の「２ 継続開

示会社たる保証会社に関する事項」に準じて、有価証券届出書提出日において既に提出されている委託

会社等の直近の有価証券報告書（同条第18号に規定する有価証券報告書をいう。）及びその添付書類並

びにその提出日以後に提出される四半期報告書（同条第18号の５に規定する四半期報告書をいう。以下

ｂにおいて同じ。）（当該四半期報告書が複数あるときは、その直近のものをいう。）又は半期報告書

（同条第19号に規定する半期報告書をいう。）並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

⒂ 貸借対照表 

委託会社等の最近事業年度に係る貸借対照表について記載すること。 

ただし、１年を１事業年度とする委託会社等について、最近事業年度の次の事業年度開始の日から起算

して９月を経過する日以後に半期報告書を提出する場合には、当該事業年度に係る中間貸借対照表（財務

諸表等規則第211条に規定する比較情報を除く。）も記載すること。 

⒂ ［同左］ 

委託会社等の最近事業年度に係る貸借対照表について記載すること。 

ただし、１年を１事業年度とする委託会社等について、最近事業年度の次の事業年度開始の日から起算

して９月を経過する日以後に半期報告書を提出する場合には、当該事業年度に係る中間貸借対照表（中間

財務諸表等規則第３条の２に規定する比較情報を除く。）も記載すること。 

⒃ 損益計算書 

委託会社等の最近事業年度に係る損益計算書について記載すること。 

ただし、⒂ただし書に規定する中間貸借対照表を記載した場合には、当該中間貸借対照表に係る事業年

度の中間損益計算書（財務諸表等規則第211条に規定する比較情報を除く。）も記載すること。 

⒃ ［同左］ 

委託会社等の最近事業年度に係る損益計算書について記載すること。 

ただし、⒂ただし書に規定する中間貸借対照表を記載した場合には、当該中間貸借対照表に係る事業年

度の中間損益計算書（中間財務諸表等規則第３条の２に規定する比較情報を除く。）も記載すること。 

⒄ ［略］ ⒄ ［同左］ 

  

第十号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

第十号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 
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【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【計算期間】               第 期中（自    年 月 日 至   

  年 月 日） 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【計算期間】               第 期中（自    年 月 日 至   

  年 月 日） 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［１～５ 略］ ［１～５ 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑿ 略］ ［⑴～⑿ 同左］ 

⒀ 投資法人の経理状況 

中間財務諸表（財務諸表等規則第１条第１項第３号に規定する中間財務諸表をいう。）について、第四

号の三様式の「記載上の注意」（66）に準じて記載すること。 

⒀ ［同左］ 

中間財務諸表（中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第１条に規定する中間財務諸表

をいう。）について、第四号の三様式の「記載上の注意」（66）に準じて記載すること。 

［⒁～⒆ 略］ ［⒁～⒆ 同左］ 

  

第十二号の五様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【事業年度】               第 期中（自    年 月 日 至   

  年 月 日） 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】                            

【主たる事務所の所在の場所】                        

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第十二号の五様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【事業年度】               第 期中（自    年 月 日 至   

  年 月 日） 

【発行者名】                                

【代表者の役職氏名】                            

【主たる事務所の所在の場所】                        

【事務連絡者氏名】                             

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［１～４ 略］ ［１～４ 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

⑴ ［略］ ⑴ ［同左］ 

⑵ 主要な経営指標等の推移 

組合等（第六号の五様式「記載上の注意」⑴ｆに規定する組合等をいう。⑷ａにおいて同じ。）の直近

３中間会計期間（事業年度開始日から起算して６月を経過する日までの期間をいう。⒧、⒨及び⒁におい

て同じ。）及び直近２事業年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移について記載すること。 

［⒜～⒦ 略］ 

⒧ 自己資本比率（中間会計期間に係るものにあっては中間会計期間に係る純資産額から財務諸表等規則

⑵ ［同左］ 

［同左］ 

 

 

［⒜～⒦ 同左］ 

⒧ 自己資本比率（中間会計期間に係るものにあっては、中間会計期間に係る純資産額から中間財務諸表
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第 279 条において準用する財務諸表等規則第 68 条第１項の規定による新株予約権の金額を控除した額

を当該中間会計期間に係る総資産額で除した割合を、事業年度に係るものにあっては事業年度に係る純

資産額から同項の規定による新株予約権の金額を控除した額を当該事業年度に係る総資産額で除した割

合をいう。） 

 

⒨ 自己資本利益率（中間会計期間に係るものにあっては中間会計期間に係る純利益金額を当該中間会計

期間に係る純資産額から財務諸表等規則第 279 条において準用する財務諸表等規則第 68 条第１項の規

定による新株予約権の金額を控除した額で除した割合を、事業年度に係るものにあっては事業年度に係

る純利益金額を当該事業年度に係る純資産額から同項の規定による新株予約権の金額を控除した額で除

した割合をいう。） 

等の用語、様式及び作成方法に関する規則（⒨及び⑿において「中間財務諸表等規則」という。）第36

条の２の５において準用する財務諸表等規則第 68 条第１項の規定による新株予約権の金額を控除した

額を当該中間会計期間に係る総資産額で除した割合を、事業年度に係るものにあっては、事業年度に係

る純資産額から財務諸表等規則第 68 条第１項の規定による新株予約権の金額を控除した額を当該事業

年度に係る総資産額で除した割合をいう。） 

⒨ 自己資本利益率（中間会計期間に係るものにあっては、中間会計期間に係る純利益金額を当該中間会

計期間に係る純資産額から中間財務諸表等規則第 36 条の２の５において準用する財務諸表等規則第 68

条第１項の規定による新株予約権の金額を控除した額で除した割合を、事業年度に係るものにあって

は、事業年度に係る純利益金額を当該事業年度に係る純資産額から財務諸表等規則第 68 条第１項の規

定による新株予約権の金額を控除した額で除した割合をいう。） 

［⑶～⑾ 略］ ［⑶～⑾ 同左］ 

⑿ 組合等の経理状況 

中間財務諸表（財務諸表等規則第１条第１項第３号に規定する中間財務諸表をいう。）について、第六

号の五様式「記載上の注意」（55）に準じて記載すること。 

⑿ ［同左］ 

中間財務諸表（中間財務諸表等規則第１条に規定する中間財務諸表をいう。）について、第六号の五様

式「記載上の注意」（55）に準じて記載すること。 

［⒀・⒁ 略］ ［⒀・⒁ 同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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